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人 事 委 員 会 規 則

職員の育児休業等に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

令和７年９月19日

鳥取県人事委員会委員長 中 本 久 美 子

鳥取県人事委員会規則第32号

職員の育児休業等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の育児休業等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の育児休業等に関する規則（平成４年鳥取県人事委員会規則第４号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（第１号部分休業の時間から減じる特別休暇の時

間）

第13条 略

（部分休業の時間から減じる特別休暇の時間）

第13条 略

（第１号部分休業の承認）

第13条の２ 勤務時間条例第17条第１項第４号又は

県費負担教職員勤務時間条例第15条第１項第４号

に規定する介護時間及び勤務時間規則第16条の表

第10号又は県費負担教職員勤務時間規則第15条の

表第10号に規定する特別休暇の承認を受けて勤務

しない職員に対する第１号部分休業の承認につい

ては、１日につき２時間から当該介護時間及び当

該特別休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で行うものとする。

（部分休業の承認）

第13条の２ 勤務時間条例第17条第１項第４号又は

県費負担教職員勤務時間条例第15条第１項第４号

に規定する介護時間及び勤務時間規則第16条の表

第10号又は県費負担教職員勤務時間規則第15条の

表第10号に規定する特別休暇の承認を受けて勤務

しない職員に対する部分休業の承認については、

１日につき２時間から当該介護時間及び当該特別

休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間

を超えない範囲内で行うものとする。

（部分休業に係る子が死亡した場合等の届出）

第15条 第５条の規定は、部分休業について準用す

る。この場合において、同条第１項第３号中「養

育しなくなった場合」とあるのは、「養育しなく

なった場合又は第３項変更をする場合」と読み替

えるものとする。

（部分休業に係る子が死亡した場合等の届出）

第15条 第５条の規定は、部分休業について準用す

る。

（職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正）

第２条 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第15号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章～第６章 略

第７章 職員に対する意向確認等（第28条）

目次

第１章～第６章 略
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第８章 雑則（第29条－第31条）

附則

第７章 雑則（第28条－第30条）

附則

第17条の２ 略

２ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ４

時間（当該介護休暇と要介護者を異にする介護時

間の承認を受けて勤務しない時間がある日につい

ては、当該４時間から当該介護時間の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間）を超えない範囲

内の時間とする。

第17条の２ 略

２ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、

始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続

した４時間（当該介護休暇と要介護者を異にする

介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日

については、当該４時間から当該介護時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えな

い範囲内の時間とする。

（介護時間）

第17条の３ 略

２ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年鳥取

県条例第６号）第20条第１項に規定する第１号部

分休業又は条例第17条第２項第３号アに掲げる範

囲内で請求する同号に規定する子育て部分休暇

（以下「第１種子育て部分休暇」という。）の承

認を受けて勤務しない時間がある日の介護時間に

ついては、１日につき２時間から当該第１号部分

休業又は第１種子育て部分休暇の承認を受けて勤

務しない時間を減じた時間を超えない範囲内の時

間とする。

（介護時間）

第17条の３ 略

２ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した２時間（地方公

務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

110号）第19条第１項の規定による部分休業又は条

例第17条第１項第３号の規定による子育て部分休

暇の承認を受けて勤務しない時間がある日につい

ては、当該２時間から当該部分休業又は子育て部

分休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じた時

間）を超えない範囲内の時間とする。

（無給休暇の請求）

第22条 略

２・３ 略

４ 子育て部分休暇の承認を受けようとする職員

は、あらかじめ子育て部分休暇承認申請書によ

り、毎年４月１日から翌年３月31日までの期間ご

とに、第１種子育て部分休暇又は条例第17条第２

項第３号イに掲げる範囲内で請求する同号に規定

する子育て部分休暇（以下「第２種子育て部分休

暇」という。）の別を明らかにし、任命権者に請

求しなければならない。

５ 前項の請求をした職員は、請求時に予測するこ

とができなかった事情が生じたことにより、当該

請求の内容を変更しなければ請求に係る子の養育

に著しい支障が生じると任命権者が認める特別な

事情がある場合に限り、当該請求の内容を変更す

ることができる。

（無給休暇の請求）

第22条 略

２・３ 略

４ 子育て部分休暇の承認を受けようとする職員

は、あらかじめ子育て部分休暇承認申請書により

任命権者に請求しなければならない。

（第１種子育て部分休暇の承認）

第23条の２ 第１種子育て部分休暇の承認は、30分

（子育て部分休暇の承認）

第23条の２
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を単位として行うものとする。

２ 第16条の表第10号に規定する特別休暇及び介護

時間の承認を受けて勤務しない職員に対する第１

種子育て部分休暇の承認については、１日につき

２時間から当該特別休暇及び当該介護時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない

範囲内で行うものとする。

第16条の表第10号に規定する特別休暇及び介護

時間の承認を受けて勤務しない職員に対する子育

て部分休暇の承認については、１日につき２時間

から当該特別休暇及び当該介護時間の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内

で行うものとする。

（第２種子育て部分休暇の承認）

第23条の３ 第２種子育て部分休暇の承認は、１時

間を単位として行うものとする。ただし、次の各

号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に

定める時間数の第２種子育て部分休暇を承認する

ことができる。

(１) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を

単位とした時間がある場合であって、当該勤務

時間の全てについて承認の請求があったとき

当該勤務時間の時間数

(２) 第２種子育て部分休暇の残時間数に１時間

未満の端数がある場合であって、当該残時間数

の全てについて承認の請求があったとき 当該

残時間数

（子育て部分休暇に係る子が死亡した場合等の届

出）

第24条 子育て部分休暇をしている職員は、次に掲

げる場合には、遅滞なく、その旨を任命権者に届

け出なければならない。

(１)～(４) 略

(５) 第22条第５項の規定による変更を申し出る

場合

(６) 略

２ 略

（子育て部分休暇に係る子が死亡した場合等の届

出）

第24条 子育て部分休暇をしている職員は、次に掲

げる場合には、遅滞なく、その旨を任命権者に届

け出なければならない。

(１)～(４) 略

(５) 略

２ 略

（会計年度任用職員の勤務時間等）

第27条 略

（会計年度任用職員の勤務時間等）

第27条 略

第７章 職員に対する意向確認等

（対象職員に対する措置を講ずべき期間）

第28条 条例第21条第２項の人事委員会規則で定め

る期間は、対象職員の子が１歳11か月に達する日

の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日までと

する。
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第８章 雑則 第７章 雑則

（週休日及び勤務時間の割振り等の別段の定め）

第29条 略

（週休日及び勤務時間の割振り等の別段の定め）

第28条 略

（報告）

第30条 略

（報告）

第29条 略

（その他の事項）

第31条 略

（その他の事項）

第30条 略

附 則

（施行期日）

１ 略

（経過措置）

２・３ 略

４ この規則の施行の際現に旧勤務時間規則第５条

の規定に基づき人事委員会の承認を得ている勤務

を要しない日、勤務時間の割振り、勤務を要しな

い日の振替え又は半日勤務時間の割振り変更につ

いての別段の定めについては、第29条の規定に基

づき人事委員会の承認を得た週休日、勤務時間の

割振り、週休日の振替等についての別段の定めと

みなす。

５～９ 略

（令和２年度における特別休暇の特例）

10 略

附 則

（施行期日）

１ 略

（経過措置）

２・３ 略

４ この規則の施行の際現に旧勤務時間規則第５条

の規定に基づき人事委員会の承認を得ている勤務

を要しない日、勤務時間の割振り、勤務を要しな

い日の振替え又は半日勤務時間の割振り変更につ

いての別段の定めについては、第28条の規定に基

づき人事委員会の承認を得た週休日、勤務時間の

割振り、週休日の振替等についての別段の定めと

みなす。

５～９ 略

（令和２年度における特別休暇の特例）

10 略

（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正）

第３条 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第17号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章～第５章 略

第６章 臨時的任用職員の休暇等（第25条・第26

条）

第７章 職員に対する意向確認等（第27条）

第８章 雑則（第28条－第30条）

附則

目次

第１章～第５章 略

第６章 臨時的任用職員の休暇（第25条）

第７章 会計年度任用職員の勤務時間等（第26

条）

第８章 雑則（第27条－第29条）

附則

（特別休暇） （特別休暇）
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第15条 条例第14条第１項の人事委員会規則で定め

る場合は、次の表の左欄に掲げる場合とし、同条

第２項の人事委員会規則で定める期間は、同表の

右欄に掲げる期間とする。

略

(26) 消防組織法（昭和22年法律第

226号）第19条第１項に規定する消

防団員若しくは水防法（昭和24年法

律第193号）第６条第１項に規定す

る水防団長若しくは水防団員として

の活動に参加する場合又は災害救助

法（昭和22年法律第118号）第７条

第１項の規定により救助に関する業

務に従事する場合、同法第８条第１

項の規定により救助に関する業務に

協力する場合若しくは水防法第24条

の規定により水防に従事する場合

その都

度必要

と認め

る期間

略

第15条 条例第14条第１項の人事委員会規則で定め

る場合は、次の表の左欄に掲げる場合とし、同条

第２項の人事委員会規則で定める期間は、同表の

右欄に掲げる期間とする。

略

(26) 消防組織法（昭和22年法律第

226号）第19条第１項に規定する消

防団員若しくは水防法（昭和24年法

律第193号）第６条第１項に規定す

る水防団長若しくは水防団員として

の活動に参加する場合又は災害救助

法（昭和22年法律第118号）第７条

第１項の規定により救助に関する業

務に従事する場合、同法第８条の規

定により救助に関する業務に協力す

る場合若しくは水防法第24条の規定

により水防に従事する場合

その都

度必要

と認め

る期間

略

第16条の２ 略

２ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ４

時間（当該介護休暇と要介護者を異にする介護時

間の承認を受けて勤務しない時間がある日につい

ては、当該４時間から当該介護時間の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間）を超えない範囲

内の時間とする。

第16条の２ 略

２ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、

始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続

した４時間（当該介護休暇と要介護者を異にする

介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日

については、当該４時間から当該介護時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えな

い範囲内の時間とする。

（介護時間）

第16条の３ 略

２ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年鳥取

県条例第６号）第20条第１項に規定する第１号部

分休業又は条例第15条第２項第３号アに掲げる範

囲内で請求する同号に規定する子育て部分休暇

（以下「第１種子育て部分休暇」という。）の承

認を受けて勤務しない時間がある日の介護時間に

ついては、１日につき２時間から当該第１号部分

休業又は第１種子育て部分休暇の承認を受けて勤

務しない時間を減じた時間を超えない範囲内の時

間とする。

（介護時間）

第16条の３ 略

２ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した２時間（地方公

務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

110号）第19条第１項の規定による部分休業又は条

例第15条第１項第３号の規定による子育て部分休

暇の承認を受けて勤務しない時間がある日につい

ては、当該２時間から当該部分休業又は子育て部

分休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じた時

間）を超えない範囲内の時間とする。

（無給休暇の請求）

第21条 略

２・３ 略

４ 子育て部分休暇の承認を受けようとする職員

（無給休暇の請求）

第21条 略

２・３ 略

４ 子育て部分休暇の承認を受けようとする職員
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は、あらかじめ子育て部分休暇承認申請書によ

り、毎年４月１日から翌年３月31日までの期間ご

とに、第１種子育て部分休暇又は条例第15条第２

項第３号イに掲げる範囲内で請求する同号に規定

する子育て部分休暇（以下「第２種子育て部分休

暇」という。）の別を明らかにし、市町村教育委

員会に請求しなければならない。

５ 前項の請求をした職員は、請求時に予測するこ

とができなかった事情が生じたことにより、当該

請求の内容を変更しなければ請求に係る子の養育

に著しい支障が生じると市町村教育委員会が認め

る特別な事情がある場合に限り、当該請求の内容

を変更することができる。

は、あらかじめ子育て部分休暇承認申請書により

市町村教育委員会に請求しなければならない。

（第１種子育て部分休暇の承認）

第22条の２ 第１種子育て部分休暇の承認は、30分

を単位として行うものとする。

２ 第15条の表第10号に規定する特別休暇及び介護

時間の承認を受けて勤務しない職員に対する第１

種子育て部分休暇の承認については、１日につき

２時間から当該特別休暇及び当該介護時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない

範囲内で行うものとする。

（子育て部分休暇の承認）

第22条の２

第15条の表第10号に規定する特別休暇及び介護

時間の承認を受けて勤務しない職員に対する子育

て部分休暇の承認については、１日につき２時間

から当該特別休暇及び当該介護時間の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内

で行うものとする。

（第２種子育て部分休暇の承認）

第22条の３ 第２種子育て部分休暇の承認は、１時

間を単位として行うものとする。ただし、次の各

号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に

定める時間数の第２種子育て部分休暇を承認する

ことができる。

(１) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を

単位とした時間がある場合であって、当該勤務

時間の全てについて承認の請求があったとき

当該勤務時間の時間数

(２) 第２種子育て部分休暇の残時間数に１時間

未満の端数がある場合であって、当該残時間数

の全てについて承認の請求があったとき 当該

残時間数

（子育て部分休暇に係る子が死亡した場合等の届

出）

第23条 子育て部分休暇をしている職員は、次に掲

げる場合には、遅滞なく、その旨を市町村教育委

員会に届け出なければならない。

(１)～(４) 略

（子育て部分休暇に係る子が死亡した場合等の届

出）

第23条 子育て部分休暇をしている職員は、次に掲

げる場合には、遅滞なく、その旨を市町村教育委

員会に届け出なければならない。

(１)～(４) 略
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(５) 第21条第５項の規定による変更を申し出る

場合

(６) 略

２ 略

(５) 略

２ 略

第６章 臨時的任用職員の休暇等 第６章 臨時的任用職員の休暇

第７章 会計年度任用職員の勤務時間等

（会計年度任用職員の勤務時間等）

第26条 略

（会計年度任用職員の勤務時間等）

第26条 略

第７章 職員に対する意向確認等

（対象職員に対する措置を講ずべき期間）

第27条 条例第18条第２項の人事委員会規則で定め

る期間は、対象職員の子が１歳11か月に達する日

の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日までと

する。

（週休日及び勤務時間の割振り等の別段の定め）

第28条 略

（週休日及び勤務時間の割振り等の別段の定め）

第27条 略

（報告）

第29条 略

（報告）

第28条 略

（その他の事項）

第30条 略

（その他の事項）

第29条 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和７年10月１日から施行する。ただし、第３条中県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関す

る規則第15条の改正規定は、公布の日から施行する。

（人事委員会の事務局長に対する事務委任規則の一部改正）

２ 人事委員会の事務局長に対する事務委任規則（昭和41年鳥取県人事委員会規則第19号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（委任）

第２条 人事委員会は、次に掲げる事項を除き、そ

の権限に属する事務を事務局長に委任する。

(１)～(28) 略

(29) 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平

成６年鳥取県人事委員会規則第15号）第29条又

（委任）

第２条 人事委員会は、次に掲げる事項を除き、そ

の権限に属する事務を事務局長に委任する。

(１)～(28) 略

(29) 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平

成６年鳥取県人事委員会規則第15号）第28条又
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は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する

規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第17号。

以下「県費負担教職員勤務時間規則」とい

う。）第28条の規定による承認をすること。

(30)～(37) 略

は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する

規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第17号。

以下「県費負担教職員勤務時間規則」とい

う。）第27条の規定による承認をすること。

(30)～(37) 略
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職務に専念する義務の特例に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和７年９月19日

鳥取県人事委員会委員長 中 本 久 美 子

鳥取県人事委員会規則第33号

職務に専念する義務の特例に関する規則の一部を改正する規則

職務に専念する義務の特例に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第16号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（義務免除）

第２条 条例第２条第３号に規定する人事委員会が

定める場合及びその期間は、次の表のとおりとす

る。

略

(５) 消防組織法（昭和22年法律第

226号）第19条第１項に規定する消

防団員若しくは水防法（昭和24年

法律第193号）第６条第１項に規定

する水防団長若しくは水防団員と

しての活動に参加する場合又は災

害救助法（昭和22年法律第118号）

第７条第１項の規定により救助に

関する業務に従事する場合、同法

第８条第１項の規定により救助に

関する業務に協力する場合若しく

は水防法第24条の規定により水防

に従事する場合

そ の 都

度 必 要

と 認 め

る期間

略

（義務免除）

第２条 条例第２条第３号に規定する人事委員会が

定める場合及びその期間は、次の表のとおりとす

る。

略

(５) 消防組織法（昭和22年法律第

226号）第19条第１項に規定する消

防団員若しくは水防法（昭和24年

法律第193号）第６条第１項に規定

する水防団長若しくは水防団員と

しての活動に参加する場合又は災

害救助法（昭和22年法律第118号）

第７条第１項の規定により救助に

関する業務に従事する場合、同法

第８条の規定により救助に関する

業務に協力する場合若しくは水防

法第24条の規定により水防に従事

する場合

そ の 都

度 必 要

と 認 め

る期間

略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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病 院 局 管 理 規 程

鳥取県病院局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する。

令和７年９月19日

鳥取県営病院事業管理者 萬 井 実

鳥取県病院局管理規程第４号

鳥取県病院局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程

鳥取県病院局企業職員の給与に関する規程（平成７年鳥取県病院局管理規程第７号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（育児部分休業）

第22条の２ 条例第22条第２項第１号の企業管理規程

で定める休業は、職員（配偶者が育児休業をしてい

る職員その他の管理者が定める職員を除く。）が、

その小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

ため、１日の勤務時間の全部又は一部について勤務

しないことが相当であると認められる場合における

休業とする。

（部分休業）

第22条の２ 条例第22条第２項の企業管理規程で定め

る休業は、地方公務員の育児休業等に関する法律第

19条第１項に規定する部分休業の例による休業とす

る。

（修学部分休業）

第22条の３ 条例第22条第２項第２号の企業管理規程

で定める休業は、職員が大学その他の教育施設にお

ける修学のために必要な期間中、１週間の勤務時間

の一部について勤務しないことが公務の運営に支障

がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上

に資すると認められる場合における休業とする。

（高齢者部分休業）

第22条の４ 条例第22条第２項第３号の企業管理規程

で定める休業は、55歳以上の職員が、その定年退職

日までの期間中、１週間の勤務時間の一部について

勤務しないことが公務の運営に支障がないと認めら

れる場合における休業とする。

（子育て部分休暇）

第22条の５ 条例第22条第２項第４号の企業管理規程

で定める休暇は、職員（育児短時間勤務職員等及び

第22条の２に規定する休業の承認を受けた職員を除

く。）が、その中学校修了前の子及びこれに相当す

る子として管理者が定める子を養育するため、１日

の勤務時間の一部又は１年の勤務時間の一部につい

て勤務しないことが相当であると認められる場合に
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おける休暇とする。

（介護休暇等）

第23条 条例第22条第２項第５号の企業管理規程で定

める休暇は、職員が、次の各号に掲げる者（第８号

に掲げる者にあっては、職員と同居しているものに

限る。）で負傷、疾病又は老齢により２週間以上の

期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの

介護をするため、勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇とする。

(１)～(８) 略

（介護休暇）

第23条 条例第22条第２項の企業管理規程で定める休

暇は、職員が、次の各号に掲げる者（第８号に掲げ

る者にあっては、職員と同居しているものに限

る。）で負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期

間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介

護をするため、勤務しないことが相当であると認め

られる場合における休暇とする。

(１)～(８) 略

附 則

（施行期日）

１ この規程は、令和７年10月１日から施行する。

（鳥取県病院局企業職員就業規則の一部改正）

２ 鳥取県病院局企業職員就業規則（平成７年鳥取県病院局管理規程第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給与）

第７条 職員の給与の種類及び基準は、病院局企業

職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成７

年鳥取県条例第３号）の定めるところにより、給

与の額及び支給方法は、鳥取県病院局企業職員の

給与に関する規程（平成７年鳥取県病院局管理規

程第７号。以下「給与規程」という。）の定める

ところによる。

（給与）

第７条 職員の給与の種類及び基準は、病院局企業

職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成７

年鳥取県条例第３号）の定めるところにより、給

与の額及び支給方法は、鳥取県病院局企業職員の

給与に関する規程（平成７年鳥取県病院局管理規

程第７号）の定めるところによる。

（育児部分休業）

第10条 職員は、地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第110号）第19条の規定の適用

を受ける者の例により、給与規程第22条の２に規

定する休業の承認を受けることができる。

（育児部分休業）

第10条 職員は、地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第110号）第19条の規定の適用

を受ける者の例により、鳥取県病院局企業職員の

給与に関する規程第22条の２に規定する休業の承

認を受けることができる。

（修学部分休業及び高齢者部分休業）

第10条の２ 職員は、地方公務員法第26条の２又は

第26条の３の規定の適用を受ける者の例により、

給与規程第22条の３又は第22条の４に規定する休

業の承認を受けることができる。

（修学部分休業及び高齢者部分休業）

第10条の２ 職員は、地方公務員法第26条の２又は

第26条の３の規定の適用を受ける者の例により、

修学部分休業又は高齢者部分休業の承認を受ける

ことができる。


